
２．歳入の状況 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）その他は，地方消費税交付金，諸収入，分担金・負担金，使用料・手数料，財産収入などです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・市税とは，市民税や固定資産税，軽自動車税など，皆さんが納めた税金です。 

・国・県支出金とは，生活保護費や，生活関連施設，教育文化施設の整備など，使途を特定して国

や県から負担・補助されるものです。 
・繰入金とは，地方公共団体内の一般会計や特別会計，基金等の会計間における現金の移動をいい

ます。 

・地方交付税とは，地方公共団体間において地方税収入額の格差などによる財政力の不均衡を調整

するため，国税の一定割合が地方公共団体に配分されるもので，①財源（お金）が不足する地方

公共団体に交付される「普通交付税」と，②災害などの特別な財政需要に対して交付される「特

別交付税」があります。 

・市債とは，道路や学校などの施設の整備を計画的に進めるために，国や銀行などから借り入れる

お金です。 

（１）科目別歳入決算額 

～ 「市税」「国・県支出金」の増，「地方交付税」「市債」の減 ～ 

「市税」は，企業収益の拡大や収納対策の取組などに伴い，前年度比 14億円増となり，過去

5年間で最大の 893億円となりました。 

「国・県支出金」は，国の緊急経済対策に伴う地方の負担に交付される「地域の元気臨時交

付金」などに伴い，前年度比 22 億円増となり，過去 5年間で最大の 396億円となりました。 

「地方譲与税及び地方交付税」は，東日本大震災復興分の減により特別交付税が減額となっ

たことに伴い，前年度比 11億円減の 79億円となりました。 

「市債」は，道路整備債や中学校建設債の減などに伴い，前年度比 3 億円減となり，過去 5

年間で最小の 131 億円となりました。 

H21 H22 H23 H24 H25

そ の 他 42,613 39,673 39,397 37,397 38,664

市 債 14,940 16,884 13,470 13,473 13,145

国・県支出金 32,481 37,984 38,453 37,460 39,635

地方譲与税及び

地方交付税
4,456 7,226 9,693 8,923 7,873

繰 入 金 7,469 7,471 2,645 2,729 2,846

市 税 88,743 88,274 88,670 87,875 89,253
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参考資料１ （『宇都宮市財政白書』

（平成 25 年度決算）より一部抜粋） 

 



 
 

（注）その他は，軽自動車税，市町村たばこ税，鉱産税，入湯税，事業所税です。 

 

 

（２）市税収入額 

～ 「個人市民税」・「法人市民税」は，景気回復などに伴い前年比 10億円増 ～ 

「個人市民税」は，景気が回復基調にある中，雇用・所得環境の改善などに伴い前年度比 5億

円増となり，2年連続 300 億円台の 307億円となりました。 

「法人市民税」は，企業収益の拡大に伴い前年度比 5 億円増となり，過去 5 年間で最大の 107

億円となりました。 

「固定資産税」は，家屋の新増築の増により，前年度比 1億円増の 344億円となりました。 

「都市計画税」は，前年度とほぼ同額の 51億円となりました。 

 

H21 H22 H23 H24 H25

個人市民税 31,929 29,254 29,207 30,288 30,747

法人市民税 7,862 9,841 9,195 10,168 10,670

固定資産税 36,477 36,474 36,921 34,340 34,434

都市計画税 5,380 5,434 5,463 5,128 5,142

その他 7,095 7,271 7,884 7,951 8,260
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３．歳出の状況   

 

 

（注）その他は，物件費，維持補修費，補助費等，積立金，投資及び出資金，貸付金，繰出金です。 

 

            

 
 
 

（１）性質別歳出決算額 

（注）その他は，議員報酬手当，委員等報酬， 
非常勤職員報酬，退職手当などです。 

 

(注）その他は，小児慢性特定疾患などの特定疾患対策や就

学困難な児童・生徒の保護者に対する就学奨励などの扶助

費です。 

 

《 扶助費 》 《 人件費 》 

 

H21 H22 H23 H24 H25

社会福祉費 5,673 6,279 6,652 7,741 8,395

老人福祉費 174 176 217 293 300

児童福祉費 13,104 19,703 20,635 20,126 20,257

生活保護費 10,965 12,310 13,200 13,779 14,030

そ の 他 494 546 729 584 630
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H21 H22 H23 H24 H25

そ の 他 72,900 69,597 72,491 68,957 69,836

投資的経費 30,663 33,488 24,004 22,675 24,887

公 債 費 17,988 17,488 17,380 17,001 16,842

扶 助 費 30,410 39,014 41,433 42,523 43,612

人 件 費 34,085 33,692 31,880 31,549 30,220
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義務的経費 82,483 90,194 90,693 91,073 90,674

H21 H22 H23 H24 H25

その他 12,243 12,686 11,442 11,593 11,290

職員給与 21,842 21,006 20,438 19,956 18,931

職員数 3,178 3,091 3,033 2,994 2,976
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・人件費とは，議員や職員などにかかる議員委員等報酬手当，職員給与，退職手当などです。 

・扶助費とは，生活保護法，児童福祉法，老人福祉法等に基づき，被扶助者に対して支給する費用

及び児童福祉手当など地方公共団体が独自で行っている各種扶助の経費です。 

・社会福祉費とは，障がい者福祉サービスの利用に係る支援などに要する経費です。 

・公債費とは，市債の償還（借金の返済）に係る経費です。 

・義務的経費とは，地方公共団体の歳出のうち人件費，扶助費，公債費のことで,支出が義務付けら

れ任意に削減できない経費です。 

 
 
《 投資的経費 》 
○主な投資的経費                           （単位：百万円） 

H24 H25 

投 資 的 経 費 の 内 容 事業費 投 資 的 経 費 の 内 容 事業費 

小・中学校耐震化推進事業 1,276 児童福祉施設運営等助成事業 1,112 

児童福祉施設運営等助成事業 844  旭中学校体育施設建設事業 644  

斎場施設整備事業 424  小・中学校耐震化推進事業 630  

ごみ処理施設等整備事業 368  老人福祉施設運営等助成事業 615  

老人福祉施設運営等助成事業 269  小幡・清住土地区画整理事業 591  

 
 
 
 
 
 
・投資的経費とは，道路，公園，学校などの公共施設を整備するための経費です。 

 

～ 「投資的経費」は，国の緊急経済対策の実施などにより，前年度比 22億円増 ～ 

「投資的経費」は，国の緊急経済対策に伴う公共事業の実施や，小幡・清住土地区画整理事

業費の増により，前年度比 22億円増の 249億円となり，2年ぶりに 240億円台となりました。 

  ～ 「扶助費」は，社会福祉費の増加などにより，前年度比 11億円増 ～ 
「人件費」は，職員数の削減や職員給与の減額などに取り組んだことに伴い，前年度比

13 億円減となり，過去 5年間で最小の 302億円となりました。 

「扶助費」は，社会福祉費の前年度比 7 億円増，生活保護費の 3 億円増などに伴い，全

体で 11億円増の 436 億円となり，5年前と比較して 1.4倍となりました。主な増加要因は，

障がい者自立支援サービス利用者の増加に伴う社会福祉費，生活保護受給者の増加に伴う

生活保護費の増などです。 

「公債費」は，市債残高の抑制に努めたことに伴い元利償還金が減少し，前年度比 2 億

円減の 168億円となり，過去 5年間で初めて 160億円台となりました。 

義務的経費全体では，過去 5 年間で初めて減少し，前年度比 4 億円減の 907 億円となり

ました。 

 


